
ルーマニア月報 
 

 

 

- 1 - 

 

 

２０１９年 3月号 
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平成３１年４月１２日 

在ルーマニア大使館作成 

 

Embassy of Japan in Romania 

http://www.ro.emb-japan.go.jp 

 

主要ニュース 

【内政】 ●２０１９年度予算が，大統領の要求による憲法裁判所の違憲審査及び議会での再審議を経て，議会で

再可決され，大統領により公布された。 

●欧州議会選挙（５月２６日）の，各党の立候補者リストが発表された。ヨハニス大統領は，司法を巡

る国民投票の同日の実施を提案した。 

●司法関連法修正緊急政令第７号を修正する新たな緊急政令が発出された。ドラグネア社会民主党（Ｐ

ＳＤ）党首等からトアデル法務大臣に対し，刑法改正，破毀院裁判のやり直しを可能とする緊急政

令発出に向けた圧力がかけられている。 

●検察法務査察局は，欧州検察庁長官に立候補しているキョヴェシ前国家汚職対策局（ＤＮＡ）長官を

収賄等の容疑で事情聴取し，今後検察局の許可無しに国外旅行を行うことを禁止する旨を発表した。 

【外政】 ●レシュ国防大臣は、英国を訪問し、ウィリアムソン英国防大臣と協議した。二国間防衛協力、欧州の

安全保障、防衛問題等が話し合われた。 

●ダンチラ首相は、米国を訪問中、在イスラエル・ルーマニア大使館をテルアビブからエルサレムに移

転する、と発表した。この発表を受け、ヨルダン国王は、予定されていたルーマニア訪問を取りや

めた。 

●タリチャーヌ上院議長は，２７－３１日に予定されていたモロッコ訪問を延期した。ダンチラ首相に

よる，大使館のエルサレム移転発言が原因とされている。 

【経済】 ●ルーマニアの２０１８年のＧＤＰは対前年比で４．１％増加した。 

●公共財務省は，２０１９年２月のルーマニアの財政収支は対ＧＤＰ比で０．５１％の赤字であったと

発表。 

●２０１８年３月１日時点での欧州基金（２０１４～２０２０年）執行率は２７．７２％。  

内政 

■ ２０１９年度予算 

・６日，憲法裁判所は，ヨハニス大統領から提起され

ていた２０１９年度予算の違憲審査の結果，予算案が

合憲であるとの判断を示した。ヨハニス大統領は，政

府が財源を確保するために，いわゆる「貪欲税」緊急

政令や，ルーマニアが英国に所有している金の引き出

し等，経済理論や常識を覆すような政策を導入しよう

としている，と批判した。 

・８日，ヨハニス大統領は，議会に２０１９年度予算

の再審議を要請した。大統領は，予算案に盛り込まれ

た経済成長が現実的なものではない，歳入が誇大評価

され，歳出が過小評価されている等としている。 

・１１日，ドラグネア社会民主党（ＰＳＤ）党首は，

２０１９年度予算は大変良く編成されており，「たま

たま大統領をやっている一人の人間の気まぐれで修正

できるものではない」と述べた。 

・１３日，議会は，大統領が差し戻した２０１９年度

予算案につき，変更を加えることなく，賛成２４５票，

反対１１５票，棄権２票で再可決した。 
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・１５日，大統領は，２０１９年度予算を承認する大

統領令を公布した。 

 

■ 欧州議会選挙 

・７日，中央選挙管理委員会（ＢＥＣ）は，欧州議会

選挙について，ルーマニア救出同盟（ＵＳＲ）と自由

統一連携党（ＰＬＵＳ）の連盟「Alianta 2020 USR-PLUS」

の登録申請を，ＵＳＲのバルナ党首の党首としての登

録が係争中であること等を理由に却下した。両党はＢ

ＥＣの判断について裁判所に訴えを起こす構え。 

・８日，チョロシュＰＬＵＳ党首は，最高裁がＵＳＲ

－ＰＬＵＳの訴えを認め，連盟として選挙に参加する

ことが認められたことを明らかにした。 

・１４日，国民自由党（ＰＮＬ）の欧州議会選挙立候

補者リストが党の全国執行委員会における投票により

確定された。リストには，ジャーナリストのラレシュ・

ボグダン氏を筆頭に，ジーグフリード・ムレシャン現

欧州議員，ミルチャ・ハーヴァ・アルバ・イウリア市

長，ヴァシレ・ブラガ元上院議長等の名前が掲載され

ている。 

・２５日，ドラグネアＰＳＤ党首は党の執行委員会の

決定を経た欧州議会選挙立候補者リストを発表した。

プルンブ現欧州基金大臣を筆頭に，ジャーナリストの

カルメン・アヴラム氏，クラウディウ・マンダ上院副

議長，イントテロ現在外ルーマニア人大臣，ネグレス

ク前欧州問題担当大臣等がリストに掲載されている。 

・２６日，ＰＭＰの欧州議員候補が発表され，トライ

アン・バセスク元大統領が第一候補。 

・立候補届け出期間までに，２３の政党と７人の無所

属候補者が選挙管理委員会に登録された。欧州議会選

挙の選挙運動期間は，４月２７日から５月２５日まで

とされている。 

 

■ 司法に関する国民投票 

・１９日，ヨハニス大統領は，５月２６日の欧州議会

選挙と同時に，司法に関する国民投票を実施すること

を「ほぼ決定した」と述べた。司法に関する国民投票

は，２０１７年にもヨハニス大統領が提唱していたが，

これまで実現されてこなかった。 

・２３日，ヨハニス大統領は，司法に関する国民投票

は，市民社会や各政党との協力の下，適切に実施され

るべきと述べ，国民投票に向けたＮＧＯ等との協議を

開始した。 

 

■ 大統領選挙 

・３日，ドラグネアＰＳＤ党首は，トゥルグ・ジウに

おいて，ＰＳＤの大統領選の候補は欧州議会選挙後に

決定する，と述べた。 

・4 日，ヴァシレスク前労働大臣は，大統領選挙候補

としてドラグネアＰＳＤ党首がポールポジションにつ

けていると述べた。 

・９日，ヤロミツァ県を訪問中のドラグネアＰＳＤ党

首は，ＰＳＤと自由民主主義同盟（ＡＬＤＥ）は欧州

議会選挙後に，大統領選の共同候補を発表すると述べ

た。ドラグネア党首は，地方を精力的に訪問中。 

・１０日，ポンタ・プロ・ルーマニア党首は，大統領

選挙後に，ルーマニアには新たな政権が誕生するだろ

うと述べた。 

 

■ キョヴェシ前国家汚職対策局（ＤＮＡ）長官の欧

州検察庁（ＥＰＰＯ）長官への立候補 

・７日，法務査察局に出頭したキョヴェシ前ＤＮＡ長

官は，プロイエシュティのＤＮＡ支局における証拠ね

つ造疑惑を巡り，新たな容疑がかけられていることが

判明したことを明らかにした。 

・７日，汚職容疑でセルビアにおいて拘留中のセバス

ティアン・ギツァ元ＰＳＤ議員に対する逮捕令状が撤

回された。ギツァ氏は，キョヴェシ前ＤＮＡ長官にか

けられた容疑の重要な証人とされている。 

・７日，欧州議会は，キョヴェシ前ＤＮＡ長官を，Ｅ

ＰＰＯ長官の候補者として正式に支持する決定を行っ

た。 

・７日，ファイナンシャルタイムズに，キョヴェシ氏

がＥＰＰＯ長官に選出されるべきでないとするトアデ

ル法務大臣の書簡が掲載されたことにつき，スチウ副

首相は，書簡はルーマニアの司法の現実を表したもの

であるとして支持する考えを示した。クレム米国大使

は，ラジオ・フリーヨーロッパのインタビューの中で，
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キョヴェシ前ＤＮＡ長官のＥＰＰＯ長官職への立候補

を全面的に支持する旨の発言を行った。 

・２８日，検察法務査察局はキョヴェシ氏を召喚し，

６時間にわたる事情聴取を行った。２９日，同査察局

は，収賄，職権濫用，虚偽の証言の被疑者であるキョ

ヴェシ氏は，今後６０日間にわたり検察局の許可無し

に国外に出ることを禁止される旨の発表を行った。 

・２９日，米国大使館は，キョヴェシ氏に対する司法

措置は，民主主義の原則を侵すものであり，司法的な

嫌がらせであるとコメントした。また，カナダ大使，

フィンランド大使館もキョヴェシ氏を支持する立場を

表明した。タヤーニ欧州議会議長は，キョヴェシ氏を

巡る状況に懸念を表明した。 

 

■ 司法関連法修正緊急政令第７号 

・1 日，トアデル法務大臣は，司法最高評議会（ＣＳ

Ｍ）に司法関連法を修正する緊急政令第 7号の，更な

る修正案を送付した。 

・３日，緊急政令第 7号に対する抗議活動が，ブカレ

スト及び地方都市で行われた。ブカレストでは，１５

００名程度がヴィクトリア広場から法務省まで行進し

た。 

・４日，緊急政令第７号を修正するための新たな緊急

政令の案文が公開討論のために公開された。組織犯

罪・テロ対策総局（ＤＩＩＣＯＴ）の検察官は，実施

中の抗議活動を３月２２日まで延長することを決定し

た。 

・5 日，ＣＳＭは，緊急政令第 7 号の修正に関する否

定的見解を提出したが，これにも関わらず，同日，政

府は，緊急政令第７号を修正する新たな緊急政令を発

出した。トアデル法務大臣の発表によれば，修正点と

して，検察官のみが高位検察官に任命され得ること等

を含む。 

・5 日，議会下院に於いて，ＰＮＬ及びＵＳＲが提出

したトアデル法務大臣の不信任案が審議され，野党は，

トアデル法務大臣がＰＳＤ，ＡＬＤＥのために仕事を

しているとして批判した。不信任決議案の投票は，定

足数に満たなかったため，来週に延期された。ヨルダ

ケ下院副議長（ＰＳＤ）は，トアデル法務大臣が，刑

法改正の緊急政令や，破毀院の裁判官団の選出方法に

関連して裁判のやり直しを可能とする緊急政令を発出

していないことを非難した。ドラグネアＰＳＤ党首も，

トアデル法務大臣は緊急政令の発出を２週間以内に決

定すべきである，と発言した。 

・１１日，ルーマニア来訪中のティマーマンス欧州委

員会副委員長は，前回の協力・検証メカニズム（ＣＶ

Ｍ）報告書以来，ルーマニアが司法分野において何の

進捗も見せていない，と述べた。 

・２０日，議会下院に於いて，トアデル法務大臣に対

する不信任決議案が審議され，採決の結果，賛成１２

６票，反対１４８票で不信任決議は却下された。 

・２０日，ブリュッセルを訪問中のダンチラ首相は，

ティマーマンス欧州委員会副委員長との短時間会談を

行い，ＣＶＭについて議論した。 

・２５日，トアデル法務大臣が二つの緊急政令の案を

ＣＳＭに送付したことが明らかになった。二つの政令

は，２０１４年以降，違法に選出された判事団による

最高裁判決を受けた者が，裁判のやり直しを求めるこ

とができるとする緊急政令（ドラグネアＰＳＤ党首に

対する判決も，この緊急政令の対象になるとされてい

る），及び刑法の修正に係る緊急政令。 

 

■ 世論調査 

・ＩＭＡＳによる世論調査結果（ラジオヨーロッパＦ

Ｍの委嘱により，２０１９年２月１－２１日，１，０

１０名を対象に実施） 

（議会支持政党：次の日曜日に欧州議会選挙があった

らどの政党に投票しますか） 

社会民主党（ＰＳＤ）      ２２．７％ 

国民自由党（ＰＮＬ）      ２２．６％ 

ルーマニア救出同盟・自由統来一連携党（ＵＳＲ－Ｐ

ＬＵＳ）            １８．９％ 

プロ・ルーマニア        １３．４％ 

自由民主主義同盟（ＡＬＤＥ）  １２．５％ 

ハンガリー人民主同盟（ＵＤＭＲ） ４．７％ 

国民の運動党（ＰＭＰ）      ４．４％ 

 

（大統領候補支持：次の日曜日，大統領選挙があった
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ら誰に投票しますか） 

ヨハニス大統領          ４１．４％ 

タリチャーヌ上院議長（ＡＬＤＥ） １８．０％ 

ポンタ元首相（プロ・ルーマニア） １５．０％ 

チョロシュ（ＵＳＲ－ＰＬＵＳ）  １１．７％ 

ドラグネア下院議長（ＰＳＤ）    ６．０％ 

 

・ＣＵＲＳによる世論調査結果（３月１２－２５日，

１，０６７名を対象に実施）。 

ＰＳＤ           ３１％ 

ＰＮＬ           ２３％ 

ＵＳＲ－ＰＬＵＳ      １３％ 

ＡＬＤＥ          １０％ 

プロ・ルーマニア       ８％ 

ＰＭＰ            ６％ 

ＵＤＭＲ           ５％ 

 

・ＩＮＳＣＯＰによる世論調査結果（３月５－１３日，

１０５３名を対象に実施） 

ＰＳＤ      ２６．９％ 

ＰＮＬ      ２６．３％ 

ＵＳＲ－ＰＬＵＳ １５．３％ 

ＡＬＤＥ      ９．３％ 

プロ・ルーマニア  ９．１％ 

ＵＤＭＲ      ５．０％ 

ＰＭＰ       ４．４％ 

 

・ＩＮＳＣＯＰによる，信頼できる機関に関する世論

調査結果（３月５日－１３日，Kondar Adenauer 

Foundationの委嘱により実施）。 

（国内機関に関する信頼度） 

軍隊             ６８．１％ 

教会             ５５．１％ 

治安警察（ジャンダルメリア） ４８．１％ 

警察             ４３．２％ 

国家汚職対策局（ＤＮＡ）   ４０．９％ 

大統領府           ３８．２％ 

市役所            ３５．９％ 

国立銀行           ３５．６％ 

政党             １１．３％ 

（国際機関に対する信頼度） 

ＮＡＴＯ           ５２．４％ 

ＥＵ             ４９．６％ 

欧州議会           ４６．９％ 

欧州委員会          ４６．２％ 

 

■ ドラグネアＰＳＤ党首の裁判 

・１５日，ドラグネアＰＳＤ党首は，ヘルニアの疑い

で入院し，このため，１８日に行われた自らの刑事案

件の裁判を欠席した。 

・１８日，ドラグネアＰＳＤ党首の弁護団は，最高裁

に対し，ドラグネア党首の有罪判決を下した裁判にお

ける裁判官が合法的に選出されていなかったことを理

由に，有罪判決を無効にすることを要求した。 

 

■ その他 

・１５日，スチャヴァのビジネスマン，シュテファン・

マンダキ氏が展開する「ルーマニアに高速道路が欲し

い」運動につき，ヨハニス大統領は支持を表明した。

マンダキ氏はスチャヴァに全長１メートルの高速道路

を一日で建設し，同日に１５分間のストライキを呼び

かけ，多くの企業関係者や一般市民等がこれに賛同し

た。 

 

外政 

■ 主な要人往来 

・７日、ダンチラ首相は、ブリュッセルを訪問し、テ

ィマーマンス欧州委員会副委員長に迎えられた。また、

同首相は、欧州女性委員会に出席した。 

・１１－１２日、ペトレスク通信・情報社会大臣は、

パリで開催されたＯＥＣＤのサミット「Going 

Digital」に出席した。同大臣は、会議後、この出席は、

ルーマニア政府のＯＥＣＤ加盟に向けた努力の一環で

ある、と述べた。 

・１２日、議会宮殿にて、「自然災害からの回復力の

強化」と題されたルーマニア外務省と緊急事態局の共

催の会議が開催され、国連、世界銀行、フランコフォ

ニー国際機関等から出席者が集まった。会議では、自
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然災害からの回復及び、地球温暖化の緩和への、国際

的協力モデルや枠組みの開発について協議された。 

・１２日、ブダイ労働・社会公正大臣は、ニューヨー

クで開かれた国連人権委員会会合にＥＵ議長国として

出席し、社会における女性の状況について話し合った。 

・１２－１３日、レシュ国防大臣は、英国を訪問し、

ウィリアムソン英国防大臣と協議した。二国間防衛協

力、欧州の安全保障、防衛問題等が話し合われた。 

・１４－１７日、ビルチャル副首相は、アゼルバイジ

ャンを訪問し、「第７回バクー・グローバル・フォー

ラム」に出席し、ダンチラ首相のメッセージを代読し

た。また、会合に並行して、同副首相は、アリエフ・

アゼルバイジャン大統領を含む、多くの要人と会談を

行い、同副首相は、ＥＵ議長国期間、ルーマニアはＥ

Ｕ拡大方針の姿勢を訴え続けていく、と述べた。 

 

■ 在イスラエル大使館のエルサレム移転発言 

・２３－２６日、ダンチラ首相は、米国を訪問し、「AIPAC

（the American-Israel Public Affairs Committee）」

の会合に出席した。ダンチラ首相は、米国とイスラエ

ルとの二国間関係と対話を強化する契機に出来たら良

い、と述べた。ＡＩＰＡＣ会合において、ダンチラ首

相は、在イスラエル・ルーマニア大使館をテルアビブ

からエルサレムに移転すると発表した。この発表を受

け、ヨルダン国王は、２５日から予定されていたルー

マニア訪問を取りやめた。 

・２５日、ダンチラ首相は、ペンス米副大統領と会談

した。会談の中で、同副大統領は、ダンチラ首相に対

し、ルーマニアの大使館のエルサレム移転に関する立

場の表明、及び、大西洋横断関係へのルーマニアのコ

ミットメントに感謝する、と述べた。 

・２６日，タリチャーヌ上院議長は，２７－３１日に

予定されていたモロッコ訪問を延期した。ダンチラ首

相による，大使館のエルサレム移転発言が原因とされ

ている。 

 

■ ＥＵ関連 

・（２月２８日から）１日、ＥＵ非公式通信大臣会合

が開催され、主に、人工知能の利益と潜在的リスク緩

和能力について、また、欧州委員会の策定する「デジ

タル単一市場戦略」の２０２０年以降に向けた協議が

なされた。 

・６日、メレシュカーヌ外相は、ルーマニアを訪問中

の、ブイ・タイン・ソン・ベトナム第一副首相と会談

を行った。主な議題は、ＥＵベトナム・ＦＴＡ及びＥ

Ｕベトナム・投資保護協定。ルーマニア側は、ＥＵ議

長国としての協定への尽力を約束し、また、農業や教

育、エネルギーなど産業別協力の強化や二国間貿易の

発展等についても意見交換がなされた。 

・７日、ダンチラ首相は、欧州女性委員会において、

ルーマニアのＥＵ議長国としての最優先課題である、

「結束の欧州」という方針は、全分野における女性の

活躍、特に、指導的立場への登用を促進させ、性差別

を打破していくことで達成出来得る、と述べた。 

・８日、ダンチラ首相は、５月９日のシビウサミット

に向けて、政府が具体的な計画の軌道に乗ったと述べ

た。会議では、ＥＵの将来と、２０１９年から２０２

４年に向けた戦略的議題について協議される見通し。 

・８日、トアデル法務大臣は、同日開催されたＥＵ非

公式司法・内務大臣会合において、データ保護とその

告発者に関する犯罪防止に関して協議されたと述べた。

データ告発に関しては、欧州委員会で初めて協議され

た模様。 

・１１日、チャンバ欧州問題担当大臣は、ＥＵ加盟を

目指す国々の代表と会談を行い、ＥＵの拡大方針は、

ルーマニアにとっても、議長国として重要なものであ

る、と述べた。また、英国ＥＵ離脱問題が多く議題に

あがる現在、ＥＵへの加盟を希望するだけでなく、そ

の準備が整っている国々が多くあることは非常に良い

ことだ、と述べた。会合では、主にバルカン地域への

ＥＵの拡大が強調され、アルバニア、北マケドニア、

モンテネグロ、セルビア、トルコの代表が出席した。 

・１３日、欧州常駐代表会合（ＣＯＲＥＰＥＲ）は、

欧州委員会のデジタル分野におけるルーマニアＥＵ議

長国と欧州議会の間で、「デジタル欧州」プログラム

の採択を決定したと発表した。ペトレスク通信・情報

社会大臣は、このプログラムにより、欧州の特に小規

模ビジネスが、デジタル改革の大きな機会を得ること
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ができるようになる、と述べた。 

・１６日，欧州議会ＥＰＰグループのサミットがブカ

レストで開催された。 

 

■ 英国のＥＵ離脱 

・１４－１５日、議会宮殿で開催された「第８回欧州

地域・都市サミット」において、バルニエ英国ＥＵ離

脱問題ＥＵ側首席交渉官は、「この問題は、何も付加

価値を生み出さない。これまでのところ、誰一人とし

て、英国側離脱派筆頭でさえ、この問題がいかに英国

に前向きな影響をもたらすかを示すことが出来ていな

い。これは、”lose-lose“な状況である」と述べた。

他方、「英国国民によって下されたこの決断は尊重す

る」と述べた。そして、最優先事項は、約４５０万人

のＥＵ市民（うち、３５０万人は、在英ＥＵ２７カ国

国民と、約１００万人は、在ＥＵ諸国英国民。）であ

る、と述べた。同サミットには、ダンチラ首相、フィ

レア・ブカレスト市長らが、スピーカーとして参加し

た。 

サミット後、バルニエ首席交渉官は、ダンチラ首相、

チャンバ欧州問題担当大臣とそれぞれ会談を行った。

ダンチラ首相との会談では、同首相から、バルニエ交

渉官に対し、英国ＥＵ離脱問題において、可能な限り

の前向きな結果の実現のため、最大の努力を続ける交

渉官に対して、感謝と敬意が表された。その上で、ダ

ンチラ首相は、ルーマニアの、合意ある離脱への支持

を表明し、このような状況において、残りのＥＵ２７

カ国の結束がさらに重要性を帯びてくる、と改めて強

調した。 

チャンバ・欧州問題担当大臣との会談では、同大臣か

ら、在英ルーマニア国民の状況について、国としても

最優先事項と捉えており、「合意無き離脱」に至った

場合も、彼らの権利が守られることの重要性が強調さ

れた。その上で、事態がどのような状況に転じた場合

にも備えられるよう、協議をとにかく加速させ前に進

めていくことが不可欠だ、と述べた。両者は、ＥＵ側

は、離脱に向けた合意のために、全ての可能な努力を

してきた、現在の膠着状態を打破するための、英国議

会からの具体的な計画を待っている、と述べた。 

・１９日、ダンチラ首相は、閣議の冒頭で、ルーマニ

ア政府は、在ルーマニア英国民の権利を保護するメモ

ランダムを締結する、と述べた。また、これにより、

当該英国民は、法的困難等に直面することなく、ルー

マニアに住み続けることが可能になる、と述べた。 

 

■ 米国関連 

・７日、ダンチラ首相は、ブリュッセルにて、ソンド

ランド・駐ＥＵ米国大使と会談した。同大使が、ルー

マニアのＥＵ議長国としての対応について、果たすべ

き責務において良い方向に向かっている、過去２ヶ月

の間に多くの課題を処理している、と評価したことを

述べた。 

・１１日、ダンチラ首相は、クレム駐ルーマニア米国

大使と会談し、二国間の戦略的パートナーシップ関係

の保持・深化に向けて、今後さらに尽力していく意思

を強調した。また、ＥＵ議長国として、大西洋横断的

関係の強化についても、地域の繁栄と安全保障のため

欠かせない議題として、一層前向きに取り組んでいく

ことを表明した。 

 

■ 軍事・安全保障関係 

・６日、国民自由党（ＰＮＬ）は、中国企業ファーウ

ェイのルーマニアにおける活動についての調査と、同

社の５Ｇネットワークへの参入の禁止を求めているこ

とが明らかになった。ＰＮＬのパヴェル・ポペスク下

院議員（通信委員会メンバー）は、２月に通信・情報

社会省に対し、ファーウェイ機器の国内ネットワーク

における使用に関するリスクレビューを要請した。同

議員は、戦略的利益を確保するために、同社のあらゆ

る公共調達への参入を阻止するべきである、と述べた。

（ルーマニアは、ポンタ元首相時代に、同社と、全国

規模の情報コミュニケーションシステムの構築や、

E-Government、スマートシティの構築等を視野に入れ

たメモランダムの締結をしているが、実施状況につい

ては明らかになっていない。） 

・７日、ルーマニア海軍の軍艦二隻が、合同演習「Mavi 

Vatan19」にトルコ海軍と共に参加する。演習は、黒海、

マルマラ海、地中海、エーゲ海域で実施される。 
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・１４日、レシュ国防大臣は、コガルニチャーヌ空軍

基地に５００名の米軍兵が今後９ヶ月間駐留すると発

表した。トランプ大統領は、米軍ホスト国が駐留米軍

の費用負担をすることを求めており、ルーマニアも費

用負担が生じる可能性がある、と報じられた。 

・１４日、ルーマニア空軍の１２０名の兵士が、マリ

における国連ミッション「ＭＩＮＵＳＭＡ」に本年８

月から１年間参加することが明らかにされた。 

・１４日、ダンチラ首相は、カララシ県にある第８６

空軍基地で行われた、Ｆ１６「ファルコン」戦闘機の

導入セレモニーに出席した。ダンチラ首相は、近年の

ルーマニア空軍の近代化の成功は、ＮＡＴＯの枠組み

における効率性を上げることに貢献する、と述べた。 

・１８日、ヨハニス大統領は、北マケドニア共和国の

ＮＡＴＯ加盟を批准する法律を発布した。これにより、

同国の３０番目となるＮＡＴＯ加盟実現に向けた段階

的プロセスに正式に同意した。 

・２１日、レシュ国防大臣は、出席した「Atlantic-Black 

Sea Security Forum」の中で、ＮＡＴＯは、黒海地域

の安全保障のために、長期にわたる包括的な戦略を実

施すべきである、と述べた。 

 

経済 

■マクロ経済 

（特に記載のない限り，対前年比又は前年同期比，季節

調整後，出典は国家統計局ＩＮＳ） 

【１月分統計】 

（１）鉱工業 

 １２月 １月 

工業生産高  ▲１．０％ ０．８％ 

工業売上高(名目)  ２．９％ ４．３％ 

工業製品物価指数 ４．５％ ６．３％ 

新規工業受注高(名目)  ４．７％ ７．９％ 

工業生産高及び工業製品物価指数が若干加速。新規工

業受注高（名目）が加速。 

 

（２）販売 

 １２月 １月 

小売業売上高 ２．７％ ６．１％ 

(自動車・バイクを除く)  

自動車・バイク売上高 ３．５％ ４．４％ 

小売業売上高 

（ユーロスタット） 

ユーロ圏 

０．８％ 

EU２８か国 

１．２％ 

ユーロ圏 

２．２％ 

EU２８か国 

２．５％ 

小売業売上高（自動車・バイクを除く）が加速。 

 

なお，１月の小売業売上高（ユーロスタット）対前年同月

比では，スロベニア(１１．０％)が最も増加し，次いでアイ

ルランド（＋８．１％）及びルーマニア（＋６．７％）。 

 

（３）その他 

建設工事 １２月 １月 

▲８．２％ ▲８．３％ 

 

（４）輸出入 

輸

出 

１２月 １月 

€４６億４１０万 

(２．４％) 

€５５億１,０７０万 

(１．６％) 

RON２１４億３,６４０万 

(２．８％） 

RON２５８億６,５９０万 

(２．７％） 

輸

入 

€６３億２,０００万 

（３．５％） 

€６７億７,０００万 

（９．２％） 

RON２９４億２,５９０万 

(３．９％） 

RON３１７億６,２９０万 

(１０．３％） 

  

 【２月分統計】 

・消費者物価指数  

 １月 ２月 

全体 ３．３２％ ３．８３％ 

食料品価格 ３．７７％ ４．４６％ 

非食料品価格 ３．２９％ ３．７４％ 

サービス価格 ２．７１％ ３．０８％ 

消費者物価指数 

（ユーロスタット） 

ユーロ圏 

１．４％ 

EU２８か国 

１．５％ 

ユーロ圏 

１．５％ 

EU２８か国 

１．６％ 
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２月の消費者物価指数（ユーロスタット）対前年同月比で

は，アイルランド（０．７％）、ギリシャ、クロアチア及びキプ

ロス(０．８％)が最も低い。 

 

■産業界の動向 

・１日，フランス自動車製造者委員会（ＣＣＦＡ）によると，

２０１９年２月におけるフランスでのダチア新規登録台数

は１０，４２８台になり，対前年同月比で３．４％増加した。

フランスでのダチアのマーケット・シェアは６．０５％であ

り，前年同月の５．９７％から０．０８％ポイント増加した。

２月にフランスの自動車市場全体は２．１％増加した。２

０１９年２月末におけるフランスでのダチア新規登録台数

は１万９，７７８台になり，対前年同期比で１．０％減少し

た。２月末のフランスでのダチアのマーケット・シェアは６．

０４％であり，前年同期の６．１３％から０．０９％ポイント

減少した。２月末にフランスの自動車市場全体は０．５％

増加した。（ＣＣＦＡ） 

・５日，イギリス自動車製造販売協会（ＳＭＭＴ）によると，

２０１９年２月におけるイギリスでのダチア新規登録台数

は１，００８台になり，前年同月の１，０４８台と比較して－

３．８２％減少した。２０１９年２月のイギリスでのダチア

のマーケット・シェアは１．２３％であり，前年１月の１．３

０％から０．０７％ポイント減少した。２０１９年２月末にお

けるイギリスでのダチア新規登録台数は３，４８３台にな

り，対前年同期比の３，１６９台と比べれば９．９１％増加

した。２月末のイギリスでのダチアのマーケット・シェアは

１．４３％であり，前年同期の１．３０％から０．１３％ポイ

ント増加した。（ＳＭＭＴ） 

・１１日，ルーマニア運転免許証・自動車登録局（ＤＲＰＣＩ

Ｖ）によると，２０１９年２月の新車登録台数は１６，１３５

台に達し，対前年同月比で３０．１１％増加した。（ＤＲＰＣ

ＩＶ） 

・１５日，欧州自動車工業会（ＡＣＥＡ）によると２月末にお

けるヨーロッパでのダチア自動車新規登録台数は８４，９

２３台となり，対前年同月比で７．６％増加した。（ＡＣＥＡ） 

・１５日，ルーマニア自動車生産者輸入業者協会(ＡＰＩＡ)

によると，２０１９年２月末の車両販売台数は２４，０６５台

で，対前年同期比で１７．１％増加した。２月のメーカー

別自動車販売は１位がダチア(５，３０９台，市場シェア：２

７．２％，対前年同月比で＋１６．６％ )で，次いで

Volkswagen（１，９６４台，市場シェア：１０．１％，対前年

同月比で＋１０．１％)で，Ford (１，７７２台，市場シェア：

９．１％，対前年同月比で＋３９．３％)，Skoda(１，６７０台，

市場シェア：８．６％，対前年同月比で＋２．５％ )，

Renault（１，５７７台，市場シェア：８．１％，対前年同月比

で＋５５．１％)。（ＡＰＩＡ） 

 

■公共政策 

・欧州基金省は，２０１９年３月１日の時点での欧州基金

（２０１４～２０２０年）執行率を２７．７２％と発表。(欧州基

金省) 

・２９日、政府は緊急政令２０１９年第１９号を公布し、昨

年１２月２８日に発出された緊急政令２０１８年第１１４号

において導入されていた、銀行、エネルギー、年金、通

信分野における新税の導入等を一部修正した。 

 

■財政政策 

・２６日，公共財務省は，２０１９年１月末のルーマニアの

財政収支は約５２億１，１２０万レイ，対ＧＤＰ比で０．５

１％の赤字であったと発表。２０１８年２月末の財政収支

は約５４億８，３３０万レイ，対ＧＤＰ比で０．５９％の赤字

であった。(公共財務省) 

 

■金融等 

・１日，２月末の外貨準備高は３２４億９，１００万ユーロ

（１月末の３１９億２，２００万ユーロから減少），金準備高

は１０３．７トンで不変。(ＢＮＲ) 

・１８日，２０１９年１月末の経常収支等について次のとお

り発表。 

（１） 経常収支は１億１，４００万ユーロの赤字。なお，２０

１８年１月末には７００万ユーロの赤字であった。 

（２）外国直接投資 (ＦＤＩ) は，３億６，２００万ユーロ。な

お２０１８年１月末には１億９，２００万ユーロであった。 

（３）中長期対外債務は，２０１８年末から０．６％減少し，

６７５億２，９００万ユーロ (対外債務全体の６８．６％) 。 

（４）短期対外債務は，２０１８年末から１．４％減少して，

３０８億５，６００万ユーロ (対外債務全体の３１．４％) 。

(ＢＮＲ) 
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■労働・年金問題等 

・１日，２０１９年１月末の失業率(季節調整後)は２０１８年

１２月末から０．１％ポイント減少し，３．９％になった。(Ｉ

ＮＳ) 

・６日，２０１８年第４四半期の人件費(労働日調整後)は

対前期比で＋０．６１％，対前年同期比で＋１３．０９％増

加した。(ＩＮＳ) 

・１３日，２０１９年１月の平均給与(グロス)は，４，８３７レ

イ(約１，０２２ユーロ)で，対前月比で２％ポイント減少し，

平均給与(手取り) は２，９３６レイ (約６２０ユーロ) で，

対前月比で０．７％ポイント減少した。なお，平均給与(手

取り)が最も高かった業種は，プログラミング，コンサルテ

ィング及び関連活動分野(６，７６８レイ，約１，４３０ユー

ロ)で，反対に最も低かったのは衣服の製造業(１，７１８

レイ，約３６３ユーロ)である。 (為替レートは１ユーロ＝４．

７３レイ)(ＩＮＳ) 

・１５日，２０１８年第４四半期の年金受給者数は，対前期

比で４，０００人減少して，５１９万７，０００人となったと発

表。なお，同期の平均年金額は，対前期比で０．１％増

加して１，２２３レイ(約２５８ユーロ，為替レートは４．７３

レイ・ユーロ)。(ＩＮＳ) 

・１９日，２０１８年第４四半期の１時間あたり平均賃金（ま

たは人件費）は，前年同期比でユーロ圏で＋２．３％，Ｅ

Ｕ２８か国で２．８％増加した。なお，最も高かったのは，

ルーマニア（＋１３．１％），ラトビア（＋１１．８％），ポルト

ガル（＋１０．３％）及びリトアニア（＋１０．２％）。低下し

たのはマルタ（－０．５％）のみ。 (ユーロスタット) 

・２６日，国家雇用庁（ＡＮＯＦＭ）は，２０１９年２月の失業

率は１月から０．０１％ポイント減少し，２０１８年２月から

０．６３％ポイント減少し，３．３１％となったと発表。（ＡＮ

ＯＦＭ） 

 

■格付（２０１９年３月８日付） 

Fitch  外貨建長期(国債) ＢＢＢ－ (安定的） 

自国通貨建長期  ＢＢＢ  (安定的) 

 

Ｓ＆Ｐ 外貨建長期    ＢＢＢ－（安定的） 

自国通貨建長期  ＢＢＢ－（安定的） 

 

ＪＣＲ 外貨建長期     ＢＢＢ  (安定的） 

自国通貨建長期  ＢＢＢ+ （安定的） 

（内はアウトルック） 

 

 

我が国との関係 

・１３日、田中和夫教授が所長を務める、マグレレに

あるＥＬＩ－ＮＰ（Extreme Light Infrastructure – 

Nuclear Physics）にて、１０ＰＷ（１０．８８ペタワ

ット、１０１６ワット）の高出力レーザーシステムの実

験が、世界で初めて公式に証明されたと発表された。

アンドロネスク教育大臣は、このプロジェクトについ

て、「疑いなく科学の歴史において非常に重要な瞬間

を表している」とコメントした。 

・１９日午前、ルーマニア・アメリカ大学において、

藤崎一郎・中曽根世界平和研究所理事長（元駐米大使）

の講演会を実施した。「日本と世界のメジャー・パワ

ーとの関係」という題で、日中関係、日露関係、日米

関係、日米経済関係等について講演を行い、日・米・

ＥＵ等に関する質問が多く出された。当日、会場は満

席となる盛況ぶりであった。 

 


